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荷為替信用状取扱いにおける
留意点 (IV)
来住哲
受益者（通常，売主）の立場からみた荷為替信用状取扱いにおける留意点
については，すでにくわしく述べたI)ので，本稿では信用状発行依頼人（通
常，買主）（以下， 発行依頼人と呼ぶ）の立場からみた留意点について述ペ
てみよう。
1. 信用状発行依頼書作成にあたっての基本的留意点
通常，発行依頼人が売買契約書 (ContractNote, Contract Sheet)また
は注文書 (OrderSheet) もしくは買付書 (PurchaseNote) などによっ
て，信用状発行依頼書2>(Application for Letter of Credit)を作成し，
それを他の必要書類とともに取引銀行に差し出すと，取引銀行は発行依頼人
の信用状態や信用状発行依頼書の記載事項を点検し，妥当とみなすと，この
発行依頼書にもとづいて信用状を作成し，発行する。それゆえに信用状は売
買契約にもとづくものであるが，いったん信用状が発行され，受益者に通知
されると，信用状と売買契約は別個の取引として扱われ，銀行は売買契約と
1)拙稿「荷為替信用状取扱いにおける留意点 (I) (II) (llI)」関西大学商学論集
第34巻第5号， 第35巻第2号および第3号， 1989年12月， 1990年6月および8月
刊
2)和文の信用状発行依頼書と英文の信用状発行依頼書がある。前者は銀行の内部の
審査資料として用いられ，後者が信用状の基になるものであるが，現行では和文と
英文の発行依頼書が一つになっているものが多くなってきている。
2(334) 第 36巻第 4 号
はなんの関係もなく 3)' また信用状取引は物品取引ではなく，書類取引であ
るからo, 売主の提出した為替手形および船積書類が信用状条件に合致して
いるかどうかを確かめればよい。 この点について， 信用状統一規則では，
「銀行は相応の注意をもってすべての書類を点検し，それが信用状条件と合
致しているとみられるかどうかを確かめなければならない5)」とし，銀行は提
出された為替手形および船積書類が信用状条件と文面上合致しているかどう
か，また書類間相互に文面上矛盾がないかどうかを外観上または文言上点検
・確認すればよく，それらの書類が売買契約に合致しているか，また法的効
力があるかなどを検討し，調査する義務はない6)。 それゆえに発行依頼人は
銀行が信用状条件に合致した為替手形および船積書類に対して支払いを行っ
た場合には，たとえ売買契約に違反していても，代金の支払いを拒否するこ
とはできない，すなわち銀行に対して補償義務を有するのである。したがっ
て発行依頼人はこのような場合でも信用状取引による支払いを行い，売買契
約違反に対しては損害賠償請求を行うことになるが，実際には売主から代金
を回収することはきわめてむつかしい。
このように信用状は信用状発行依頼書にもとづいて作成•発行されるもの
であるから，発行依頼人は信用状発行依頼書を完全かつ正確に作成すること
が大切であることがわかるであろう。したがって発行依頼人は信用状発行依
頼書に売買契約の内容を正確に組み入れるとともに，信用状に必要な事項や
要求書類を明記し，また輸入承認を受けたときは輸入承認証の記載内容とも
一致させておかなければならない。信用状統一規則も， 「信用状発行のため
の指図は完全かつ正確でなければならない7)」と規定し，買主に指図の安全正
確化を義務づけている。また買主は信用状取引が書類取引であることから生
3)信用状統一規則第3条
4)同第4条
5)同第15条
6)同第17条
7)同第5条
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ずるかもしれない不利益を避けようとして，信用状発行依頼書にきわめて詳
細な条項を記入することがあるが，このことはかえって売主に輸出しにくく
することもあり，ひいては信用状発行銀行や発行依頼人（通常・買主）に損
害を与えることになるかもしれない。信用状統一規則も，発行銀行は発行依
頼人に対して，信用状のなかに過度の明細を入れさせないようにアドバイス
すべきである8)ことを規定している。したがって信用状発行依頼書はできる
だけ簡潔明瞭に記入すべきであるが，必要条件は必ず明記しておくぺきで，
不誠実な売主に乗じられないよう万全を期すべきである。例えば単価 (Unit
price)と数量 (Quantity)は必ず明記しておくべきで， 明記がないと，売
主によっては，たとえば売買契約で取り決めた単価の数倍で，数量を契約数
量の何分の一にして輸出してくることもあるので，注意を要する9)0
また信用状の発行，確認，通知および条件変更に当たって，不完全または
不明確な指図を受けた場合は，当該銀行はなんの責任も負うことなく，受益
者に対して単なる情報として信用状の予告をすることができる10)とされてい
るから，発行銀行，確認銀行および通知銀行のみならず発行依頼人も注意を
要する。さらに銀行は専門用語の翻訳上または解釈上の誤謬に対しても，な
んの義務も責任も負わず，また信用状の文言を翻訳することなしに伝達する
権利を留保している11)から，発行依頼人は信用状発行依頼書に必要事項を明
記して，完全かつ正確な指図を行い，難解な専門用語を使用したり，過度な
明細や厳しい条件を記入することをできるだけ避けるべきである。
なお国際商業会議所 (InternationalChamber of Commerce ; ICC)で
は,1983年改訂の信用状統一規則に適合する新しい荷為替信用状標準関係書
式として，荷為替信用状の標準書式とともに，標準荷為替信用状発行依頼書
8)同上
9)拙稿「信用状面に記載の単価および数量の必要性〔貿易取引をめぐるトラプルの
事例研究 (21)JCAジャーナル第33巻第4号， 1987年4月刊を参照されたい。
10)信用状統一規則第1傾と
11)同第18条
4(336) 第 36巻第 4 号
とその解説12)を発表し，さらに標準荷為替信用状発行依頼書とその解説13)だ
けを別冊として出版しているので，発行依頼人は是非参考にして頂きたい。
2. 要求書類に対する一般的注意
信用状統一規則第4条に明記されているように，信用状取引は書類取引で
あり，信用状条件に合致した書類が呈示された場合に，支払い，引受けまた
は買取りが行われることになるから，信用状に売主の呈示すぺき書類が正確
に明記されていなければならない。この点に関し信用状統一規則では，発行
依頼人および発行銀行に要求書類を信用状発行依頼書および信用状に正確に
明記すべきことを義務づけている14)。したがって発行依頼人は， ①受益者
（通常，売主）が入手できない書類を要求してはならない，②発行者が知る
ことのできない明細を含む書類を要求してはならない，⑧その条件が守られ
ているか否かを書類の文面から確認できないような条件を定めてはならな
ぃ15)のである。なお，発行依頼人は売買契約によって要求すぺき書類が定め
られている場合には，信用状に当該要求書類が明記されるように手配すべき
であり， また売買契約に要求書類が明記されていない場合には F.O.B.ゃ
C. I. F. などの貿易条件や取引慣習などを勘案して， 信用状に要求書類を明
記するよう手配すぺきである。また信用状の発行は発行銀行にとっては発行
依頼人に対する与信行為であるから，発行銀行は安全性のため，信用状に記
載の要求書類について条件をつけることがあることを忘れてはならない。さ
12) ICC, "Standard Documentary Credit Forms", Publication No. 416, 1986ま
たは国際商業会議所著， 同日本国内委員会訳『標準荷為替信用状関係書式』 1986
年， 18~39頁
13) ICC, "Standard Documentary Credit Application, Publication No. 416A, 
1986または国際商業会議所著， 同日本国内委員会訳「標準荷為替信用状発行依頼
書』 1987年
14)信用状統一規則第22条a項
15)国際商業会議所著，同日本国内委員会訳『標準荷為替信用状発行依頼書』 6頁ま
たは ICC,"Standard Documentary Credit Application", p. 4 
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らに現行の信用状取引は通常，信用状統一規則に準拠しているから，この規
則の諸規定特に書類に関する諸規定 (22条~42条）に留意する必要がある。
次に信用状に記載の要求書類たとえば船荷証券や保険証券などの発行者に
ついては， "firstclass", "well known", "qualified", "independent", 
'oficial"およびこれらと同様の曖昧な格付用語を使用してはならず， もし
そのような用語が使用されていても，銀行はその書類の発行者が一流の発行
者かどうかを確かめる必要もなく，関係書類が他の信用状条件と文面上一致
しているとみられることを条件として，呈示された通りの書類を受理する16)
ことになっている。この規定は，信用状取引における銀行の書類の点検は，
統一規則第15条に定められている通り，書類が信用状条件と文面上一致して
いるかどうかを確かめるためのものであって，書類点検者の主観によって条
件の一致・不一致の決定が左右されるような条件を定めるべきではないとい
う考えを背景として， 書類の発行者について firstclassのような暖昧な条
件を付すことを禁止し，そのような条件が付されていても，その条件を無視
できる”たとを明確化したものである。もし書類の発行者について不安があ
る場合には，特定の発行者を指名すべきである。
さらに手続の簡素化のため，新しい書類作成の方法が採られるようにな
り，原本か写しかを見分けることがむつかしくなった。そこで信用状統一
規則では，信用状にほかに異なる定めのないかぎり，銀行は，①複写機器
(Reprographic system)によって， ②自動機器またはコンビュータ機器
(Automated or Computerized system)によって，もしくはその結果と
して，⑧カーボン・コヒ°ー (Carboncopies)として，作成されたかまたは
作成されたとみられる書類に，原本 (Original)としての表示があれば，原
本として受理される。ただし，必要な場合には，書類が正規のものとして発
行されたとみられることを常に条件とする18)と規定している。 この点に関
16)信用状統一規則第22条b項
17)朝岡良平編著「逐条解説信用状統一規則」昭和60年， 234頁
18)信用状統一規則第22条c項
6(338) 第 36巻第 4 号
し，信用状に数通の署名した送り状 (Signedinvoice)が要求されている場
合， 1通が手で署名され，他のコビーがカーボン・サインになっているカー
ボン・コビーは受理されるのか，またすべてのコビーは手で署名されなけれ
ばならないのかという意見が生ずるが，これについては銀行によってその見
解は異なっており，安全面から言えば，すべてのコビーには本来，署名（こ
こでは手書による署名）されることを求めるのが望ましいであろう 19)。また
船荷証券 (B/L)はその担保性や流通性からみて，署名その他の方法により
正規のものとして発行されたことが証明される必要があるので，信用状統一
規則第22条C項に規定されている必要な場合に該当するものと思われる20¥
なお商業送り状，包装明細書 (PackingList)および検査証明書 (Certificate
of Inspection; Inspection Certificate)などについては原本としての表示
があれば，原本とみなされ，従来の慣行とは異なった解釈がとられている
が，実際にはこれらの書類に原本という表示がなくても，それを理由に書類
を受理しなかったという例はないようである。このことは発行依頼人および
発行銀行が，良識をもって対処しているからであると思われるが，売主もこ
の規定をよく理解しておく必要がある。
また運送書類，保険書類および商業送り状以外の書類，たとえば検査証明
書や原産地証明書 (Certificateof Origin)を要求する場合には，発行依頼
人はそれらの書類の発行者および記載内容を明示すべきである21)。しかし，
信用状統一規則第 5条では，混乱と誤解を防止するために，銀行は，信用状
またはその条件変更のなかに過度の明細を入れることを差し控えさすべきで
あると規定しているから，発行依頼人はその趣旨に従って，過度の明細を記
入しないよう配慮すべきである。しかしながら現行の輸入では，品質に関す
19) ICC, "Case Studies on Documentary Credit", 1989, p. 68 
20) ICC, "Opinions of the ICC Banking Commission on queries relating to 
UCP, 1987-1988", 1989, pp. 21-22; 
F. M. Ventris, "Banker's Documentary Credits", 3rd ed., 1990, pp. 江 30
21)信用状統一規則第23条
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るクレームが多いから，検査証明書については発行依頼人は信頼できる発行
者を指定するだけでなく，その原本を要求すべきであり，時には輸出地での
信頼できる人または自社の派遣社員に当該検査証明書に副署してもらうか，
またはそれらによる検査証明書を別個に発行してもらうことを求めるべきで
ある。
なお信用状にそのような書類の発行者およびその文言または記載内容が明
示されていない場合には，銀行はそのような書類を呈示された通り受理する
ことになっている22)が，但し書で，そのような書類の記載内容に書かれてい
る物品等が，呈示された商業送り状に書かれている物品等と，または信用状
が商業送り状の呈示を定めていない場合には，信用状に書かれている物品等
と一致しているか，または文面上相互に矛盾していないことを示しておらな
ければならないとしている23)。
5. 運送書類
運送書類 (TransportDocuments) とは物品の運送を証する書類で，信
用状統一規則では，物品の本船への積込み，郵便による物品の発送または運
送のための運送人による物品の発送もしくは受取りまたは積込みを証する書
類をいう 24)。しかしながら信用状統一規則ではどのような運送書類を要求す
べきかについての規定はなく，運送書類についての信用状取引における一般
的な取扱いを規定している25)に過ぎない。そこで発行依頼人は物品がどのよ
うな運送方法たとえば海上運送によるのか，複合運送によるのか，航空運送
22)信用状統一規則第23条
23)同上。なお書類の資格ある発行者，製造業者の分析証明書および倉庫証券などの
質疑応答については ICC,"Case Studies on Documentary Credit", pp. 69-71 
を，また指命された本人の代理人として発行し，署名した書類の受理性については
ICC, "Opinions of the ICC Banking Commission, 1987-1988"を参照されたい。
24)信用状統一規則第26条，第30条および第25条
25)同第25条
8(340) 第 36巻第 4 号
によるのかまたは郵便によるのかなどを知り，それに基づいて要求すべき書
類を指定すぺきである。具体的には海上船荷証券 (MarineB/L; Ocean B 
/L), 複合運送書類 (CombinedTransport Document), フォワーダー船
荷証券 (Forwarder'sB/L; FBL), 海上貨物運送状 (SeaWaybill), 航空
貨物運送状 (AirWaybill ; Airway Bill; A WB), 郵便小包受領書 (Post
Receipt)または郵送証明書 (Certificateof Posting)などがある。なお代
替の運送手段を許容する場合，または一部を海上で，一部を航空で運送する
ことを認める場合は， (MarineB/L) or (AWB), または (MarineB/L) 
and/or (AWB)のように各運送書類の名称の間に "or"(または"and/or")
を挿入するよう指図すべきである。
運送書類について注意すべきことは，信用状が海上船荷証券を要求書類と
して定めている場合は，信用状統一規則第26条が適用され，また信用状が郵
便小包受領書または郵送証明書を要求している場合は同第30条が適用され，
さらに信用状が上述以外の運送書類たとえば複合運送書類や航空貨物運送状
などを要求している場合には，同第25条が適用されるということである。
なお "Shipmentby fast steamer" (高速船舶による船積み）とか， ま
た "Shipmenton liner terms" (ライナー・タームズによる船積み）など
のように，運送書類の文面からは，その要求が守られているかどうかを確か
められないような要求をしてはならない26)0 
また発行依頼人は信用状に cleanon board ocean Bill of Ladingや
clean air waybillのように記載してもらうよう発行銀行に指図すればよ
く，殊更運送書類に "Cleanon board" (無故障船積み）や Clean(無故
障）の文言を付することを要求すべきではない27)。なぜならば信用状統一規
則に規定されている28)ように，記載船舶への積込み (Loadingon board a 
26) ICC, "Standard Documentary Credit Application", p. 16または国際商業会
鏃所著，同日本国内委員会訳『標準荷為替信用状発行依頼書」 18頁
27) Ibid., p. 17または同上18頁
28)信用状統一規則第27条b項
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named vessel) もしくは記載船舶への船積み (Shipmenton a named 
vessel)を示す文言のついている運送書類であればよく，殊更 "onboard" 
（積込済み）という文言を付記する必要はないからである。たとえば従来最
も多く用いられていた船積船荷証券 (Shipped〔゜nBoa迅〕 B/L)の表面約
款の冒頭には， "Shipped,in apparent good order and condition unless 
otherwise stated hereon, by (荷送人名） on board the ship……"また
は Shippedon board the Vessel, the Goods, or Packages said to 
contain the Cargo described below, in apparent good order and con-
dition unless otherwise indicated herein……のような文言が印刷され
ており，貨物が船舶甲板上に積み込まれたことが明記されているので， "on 
board"という文言は付記されていない。また受取式運送書類 (Received
〔forshipment) transport document)の場合も， 当該運送書類面に運送
人またはその代理人が署名もしくはイニシアル署名をし，かつ日付を入れた
積込済みの付記 (onboard notationまたは onboard endorsementと
いう）をすることによって，船舶への積込みもしくは船積みを証明すること
ができる29)からである。
さらに物品および／または包装に瑕疵のある状態を明らかに示している付
加条項もしくは特記がついていなければ無故障 (clean)である80)から， 改
めて運送書類に "clean"(無故障）と付記する必要はないからである。信用
状統一規則も，「銀行は運送書類が本条および第27条b項の要件を満たしてい
るときは， "cleanon board"の条項を運送書類に付すべき旨の信用状の要
求が充足されているものとみなす81)」と規定し，上述の要件が満たしておれ
ば，運送書類に "cleanon board"を改めて付記する必要はないのである。
29)同上
30)同第34条a項
31)同C項
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(1) 海上船荷証券
発行依頼人が海上船荷証券 (MarineB/L ; Ocean B/L)または海上運送
を示す船荷証券の提供を求める場合は， 単に船荷証券 (Billof Lading ; B 
/L)とだけ表示するのではなく，海上船荷証券と明示すべきである。信用状
に海上船荷証券が要求されているときは，信用状統一規則第26条が適用され
る。したがって信用状にほかに異なる定めのないかぎり，海上船荷証券は物
品が記載船舶に積み込まれたか，または船積みされたことを示していなけれ
ばならない32)。船舶への積込みもしくは船積みは，前述したように，そのこ
とを示す文言が記載されている運送書類によって，または受取式運送書類の
場合には積込済みの付記 (onboard notation)をすることによって証明す
ることができる33)0 
(2) 受取式運送書類
信用状統一規則では， 「信用状がとくに積込済みの運送書類を要求してい
ないかぎり，または信用状の他の条件もしくは第26条と矛盾しないかぎり，
銀行は，物品が受け取られた (takenin charge)旨もしくは船積みのため
に受け取られた (receivedfor shipment)旨を示している運送書類を受理
する切」と規定し，上述の三つの場合を除いて， 受取式運送書類の受理を認
めていること， また信用状が複合運送書類 (CombinedTransport Docu-
ment) を要求している場合は， 積込済みを示す文言が求められていなけれ
ば，受取式の運送書類の提供が認められている35)ことを忘れてはならない。
しかし複合運送の場合には，発行依頼人が積込済みの運送書類を指定する
と，要求された形式の書類の発行が遅延し，滞船料の発生につながる恐れが
32)同第2彩知＂頁 2号
33)同第27条b項
34)同上a項
35)同第26条b項
荷為替信用状取扱いにおける留意点 (N) (来住） (343)11 
ある36)ことにも留意すべきである。
なお受取式運送書類の場合は，発行依頼人にとっては貨物の到着時期が不
正確なため商機を逸したり，また貨物が積み込まれなかったときには非常な
損失を被ることになるので注意を要する。しかしこの運送書類に船積追記
(on board notation)をすれば，積込済み運送書類になることは前述した
通りである。
(3) 複合運送書類
コンテナ化の進展に伴って，欧米を中心に国際複合運送が普及してきた
が，これに関連して複合運送書類 (CombinedTransport Document)の
取扱いが重要になってきた。
売買契約の条件が（指定仕向地）輸送費込条件37l (Carriage Paid To 〔…
・namedplace of destinatio此 CPT)または（指定仕向地）輸送費保険
料込条件38l (Carriage and Insurance Paid To (• …••named place of 
destinati叩〕； CIP)である場合は， 貨物の積出しは複合運送によって行わ
れるか，または複合運送によって行われると予想されるから，複合運送書類
を要求するか，またはそれを許容すべきである。この場合は信用状統一規則
第25条の規定が適用される。
しかし信用状が複合運送書類を要求している場合， On board または
36) ICC, "Standard Documentary Credit Application", p. 19または国際商業会
鏃所著，同日本国内委員会訳，『標準荷為替信用状発行依頼書」 21頁
37)輸送費込条件 (CPT)とは物品が発送地の運送人の管理下に引き渡されるまでの
一切の費用を含んだ値段に，指定仕向地までの輸送費を売主が負担する条件または
値段をいう。物品の滅失または損傷に関する危険は物品が運送人の管理下に引き渡
されたときに移転する。この条件は複合一貫運送を含めて，あらゆる運送形態に使
用することができる。
38)輸送費保険料込条件 (CIP)とは物品が発送地の運送人の管理下に引き渡される
までの一切の費用を含んだ値段に，指定仕向地までの輸送費および貨物保険料を売
主が負担する条件または値段をいい，危険の移転や適合する運送形態は CPTの場
合と同じである。
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Shippedのような積込済みをあらわす文言が求められていなければ， 売主
は受取式の運送書類を提供すればよいことになっているから，発行依頼人は
積込済みをあらわす複合運送書類を求めるなら，信用状にそのような文言を
記入するよう発行銀行に求めるぺきである。
また FIATA Combined Transport Bill of Lading (略称 FIATA
FBL)は信用状統一規則第25条の規定によって銀行は受理するが，信用状に
海上船荷証券 (MarineB/L; Ocean B/L)が要求されている場合，．また
は船積船荷証券 (ShippedB/L; On Board B/L)のように海上運送を示
す船荷証券が要求されていると思われる表現が用いられている場合も，同第
26条の規定から判断して，銀行は FIATAFBLを受理しないであろう 39)0 
ただし FIATAFBLに船積裏書 (onboard endorsement)がなされてお
れば，統一規則第26条の規定によって受理されるという意見もある40)0 
なお後述の航空貨物運送状 (AirWaybill)や海上運送状(SeaWaybill) 
など担保性や流通性のない書類は別として，発行依頼人は海上船荷証券や複
合運送書類は通常， 3通（時には4通または 2通）で発行されるから，何通発
行すべきか，また代金支払いを確保するためそれらの書類を全通 (fullset) 
提出することを要求すべきである41)。なぜならばこれらの書類による貨物の
引渡しは必ずしも複本全通に裏書して提出する必要はなく，その 1通に裏書
して提出すれば有効に行われるものであり，運送人は他の複本所持人より貨
物の請求がないかぎり，当該貨物を引き渡してもよく，それから起こる損害
に対しては責任を負わない。すなわち複本 1通が使用されると，他の複本は
無効となる (oneof which being accomplished, the others to stand 
void)から，発行依頼人は全通を保有していなければ担保権を確保すること
ができないからである。しかし発行依頼人が貨物の早期引取のため，複本 1
通を荷為替取組前に売主から先に送付してもらい，他の複本をもって荷為替
39)拙著「基本貿易実務』 4訂版，平成3年， 189頁を参照されたい。
40) ICC, Case Studies on Documentary Credit, 1989, p. 87 
41) F. M. Ventris, Bankers'Documentary Credits, 3rd ed., 1990, p. 104 
荷為替信用状取扱いにおける留意点 (IV) (来住） (345)13 
取組を行うことを売主に求めている信用状を発行してもらう場合は，別であ
る。
(4) 甲板積み運送書類
海上運送または海上運送を含む複合運送の場合に，貨物の性質と形状など
によって甲板積みが必要とされることがある。このような場合には，発行依
頼人は特に甲板積みを認め，信用状にこの旨を記載するよう発行銀行に依頼
すべきである。なぜならば， 信用状統一規則では， 「銀行は信用状でとくに
認められていないかぎり，物品が甲板に積み込まれている旨または甲板に積
み込まれる旨を明記している運送書類を拒絶する42)」と規定しているからで
ある。しかし連送書類に上述のような明記がなければ，銀行は物品が甲板積
みで運送される可能性をあらわす条項を含む運送書類を拒絶しない43)とされ
ている。
しかしながら甲板積みは買主にとってはきわめて危険であるので，甲板積
みされる貨物は別として，通常，甲板積みを許容すべきではない。たとえば
発行依頼人が売買契約条件を FOBで締結し，全危険担保 (AllRisks)条
件で付保したが，貨物は満船状態であったため，甲板に積み込まれた。この
貨物は航海中に潮濡れによって損傷を受けたので，発行依頼人は保険会社に
求償したが，保険会社は甲板積みであるので，当方は免責であるとして，損
害賠償に応じなかった44)0
(5) 航空貨物運送状
近年，航空機による運送が増大してきているが，この運送に利用される運
送状が航空貨物運送状である。航空貨物運送状とは貨物を航空機で運送する
42)信用状統一規則第2彩知n頁
43)同b項
44)拙稿「甲板積み貨物の損傷と求償〔貿易取引をめぐるトラプルの事例研究(1)①〕」
JCAジャー ナル第32巻第8号， 1985年8月刊を参照されたい。
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ために，航空会社が運送品を受け取ったときに発行する受取証をいい，航空
運送状とも，航空積荷受取証ともいわれている。
航空貨物運送状は船荷証券と異なって，単なる貨物運送状であり，有価証
券ではなく，また受取式で， 原則として記名式であり， 非流通性 (non-ne-
gotiable)のものである45)。航空貨物運送状は貨物が航空機に搭載される前
に発行されるから，発行依頼人にとっては確実に貨物を受け取れるとは限ら
ない。そこで，発行依頼人は航空貨物運送状に "actualflight date"を明
示するよう要求すべきである。
またこの運送状は記名式で作成されるのが原則であるから，荷受人を指名
すべきであり，船荷証券の場合のように，指図式で，裏書譲渡を求めるよう
なことを要求すべきではない。
(6) 海上貨物運送状
この運送状は船舶の高速化により，本船が船積書類よりも早く着く場合に
便宜であるという理由で生まれたもので，航空貨物運送状と同じような性格
をもっている。海上貨物運送状 (SeaWaybill)は海上運送状ともいわれ，
海上運送人が船積みのために運送品を受け取ったことを証する貨物受取証で
あり，運送品引渡請求権を表象する有価証券ではなく，記名式で非流通性で
ある。したがってこの運送状は原則として荷為替取組に用いられないが，荷
受人を信用状発行銀行（信用状取引の場合）または取立銀行にすることによ
って安全をはかることができる。それゆえにこの運送状は通常，本支店間取
引や代金決済を伴わない取引および前払いでの取引の場合に用いられる。
なお信用状取引に用いられる場合は， SeaWaybill acceptableというよ
うにその使用を認める規定を信用状に記載しておく必要がある。信用状に海
上貨物運送状を求める規定があれば，銀行によるこの運送状の受理について
45)拙著，前掲書， 188頁。なお詳細については，拙稿「AirWaybillについての一
考察」関西大学商学論集第32巻第 3•4•5 号，昭和61年11月刊， 221~225頁を参照
されたい。
荷為替信用状取扱いにおける留意点 (N) (来住） (347)15 
は，運送のための物品の受取りを示す信用状統一規則第25条が適用される。
しかし海上船荷証券が求められているときは，船積追記または船積裏書を付
記しなければならず，実際にはこの運送状は受理されないであろう。
確かに発行依頼人は流通船荷証券 (NegotiableB/L)の提出を必要とし
ないときは，この運送状を用いて貨物を早急に入手することができるが，現
行でも保証渡し46)制度を利用することによって貨物を早急に入手している。
しかし保証渡しの場合は手数がかかるし，銀行から保証期間に対する保証料
が徴収されたり，また時にはそれに応じてもらえないかもしれない。さらに
信用状なしの取引の場合は原則として保証渡しは用いられない。このような
こともあって，海上貨物運送状の使用が漸増している。
4. 保険書類
売買契約が運賃保険料込条件 (C.I. F.) または輸送費保険料込条件 (C.
I. P.)で締結されている場合には，発行依頼人は保険書類として，保険証券
(Insurance Policy)または保険証明書 (Certificateof Insurance ; Insur-
ance Certificate)の提出を求める。なぜならば信用状統一規則では，保険
書類は信用状に定められたとおりのものであることを要する47)と規定してい
るからである。また本船渡し条件 (F.0. B.)や運賃込条件 (C&F)の場合
は，発行依頼人自身が付保すべきであるが，時には発行依頼人の包括予定保
険契約に基づいて輸出者が確定通知を行うことによって，予定保険確定証明
書 (Certificateof Declaration) が発行されることがあるので， このよう
46)貨物がすでに到着しているにもかかわらず，なんらかの理由で船積書類が到着せ
ず，船荷証券 (B/L)を入手できない場合は，荷受人（輸入者）は銀行の連帯保証
を受けた貨物引取補償状 (Letterof Indemnity; L/1) を船会社に提出して貨物
を引き取ることができる。なお信用のある輸入者は銀行の連帯保証のない自己のみ
の補償状を船会社に提出して貨物を引き取っている。このような行為を一般に保証
渡しと呼んでいる。（拙著，前掲書， 275~278頁）
47)信用状統一規則第3彩知巧頁
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な書類を必要とするときは，その提出を求める必要がある。
次に保険書類面の表示通貨については， 「信用状にほかに異なる定めのな
いかぎり，保険書類は信用状と同一の通貨をもって表示されなければならな
ぃ48)」とされているから， 発行依頼人は信用状と異なる通貨表示の保険書類
を求める場合にのみその旨の指図を行えばよい。
また最低付保金額についても，信用状にほかに異なる定めのないかぎり，
保険書類に示さなければならない最低付保金額は CIFまたは CIPの価額
に10形を加算した金額とされ49), また銀行が CIFまたは CIPの価額を書
類の文面から確定できないときは，銀行は信用状に基づいて要求される支払
ぃ，引受けもしくは買取りの金額または商業送り状の金額のうち，いずれか
大きい方の金額を最低付保金額とみなす50)とされている。
さらに信用状には必要とする保険の種別を明示し，またその他付保すべき
追加危険があれば，それを明示しなければならない51)ことになっているから，
発行依頼人が保険書類を求めるときには， "usualrisks"もしくは"custom-
ary risks"のような不正確な用語は使用せず，具体的に保険の種別（保険
契約の条件）および付保すぺき追加危険を明記すべきである。たとえば保
険の種別として InstituteCargo Clauses (All Risks52>) (協会貨物約款
〔全危険担保〕），また付加危険として InstituteWar Clauses (協会戦争
担保約款）， InstituteStrikes Riots and Civil Commotions Clauses (協
会同盟罷業騒擾暴動担保約款）などを明記する。また1982年から従来の保険
証券と並行して使用されている新保険証券を求めるときは，保険の種別とし
て InstituteCargo Clauses (A)または (B)もしくは(C)を，また付加危
険として InstituteWar Clauses, Institute Strikes Clauses (協会スト
48)同第37条a項
49)同b項
50)同上
51)同3彩如項
52) W. A. (分損担保）または FPA(分損不担保）と置き換えてもよい。
荷為替信用状取扱いにおける留意点 (IV) (来住） (349)17 
ライキ危険担保約款）などを明記すべきである。
なお信用状に免責歩合不適用条件 (irrespectiveof percentage; iop)で
付保されなければならない旨が特に明示されていないかぎり，銀行は担保条
件がフランチャイズ（免責歩合53))またはエクセス（控除免責歩合）の適用
を受けることを示している保険証券は受理することになっているから，発行
依頼人は W.A.(分損担保）条件の場合で，免責歩合の適用を受けることを
好まないときは，免責歩合不適用条件 (iop)で付保するよう求めるべきで
ある。なお協会貨物約款〔全危険担保）では免責歩合の適用はないし，また
新協会貨物約款(A), (B), (C)とも免責歩合に関係なしに損害は填補され
るから， W.A.C分損担保）条件の場合を除いては，あまり問題はなかろう。
5. 信用状の有効期限と書類の呈示期間
信用状の発行は銀行の与信行為であるので，無限に供与されるものではな
い。信用状統一規則も「すぺての信用状には，支払い，引受けまたは買取り
のための書類の呈示についての有効期限が明示されなければならない切」と
規定し，発行銀行に対して信用状の有効期限を明記することを義務づけてい
る。また発行依頼人にしても，売買契約で積出時期などを取り決めているか
ら，決済手段たる信用状にもその有効期限を明示するよう求めている。
明示の方法として，①信用状の有効期限を単に記載しているもの，R手形
の呈示期限の記載をもって信用状の有効期限としているもの，③信用状の有
効期限と最終船積日（船積期限）が明記され，かつ特別条件として「書類は
53)小損害として保険者が免責される範囲をいう。たとえば現行の保険証券（旧保険
証券）の免責歩合約款 (Memorandumor Franchise Clause)によると， 船舶が
座礁，沈没，大火災にかかった場合を除いて，①穀物，魚類，塩，果実，穀粉，種
子の単独海損，R砂糖，煙草，大麻，亜麻，皮革，毛皮の5彩末満の単独海損，③
その他一切の貨物に生じた3彩未満の単独海損は免責になっている。この5彩末満
または3彩未満というのが免責歩合である。
54)信用状統一規則第46条a頂
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運送書類の発行日後～日以内ただし信用状の有効期限内に買取りのために呈
示しなければならない」と記載されているものなどがある。この第 3の方法
が多く， 信用状統一規則でも， 「運送書類を要求するすべての信用状には，
書類呈示のための有効期限を明示することに加えて，支払い，引受けまたは
買取りのために書類の呈示を要する期間として，運送書類の発行日後の特定
期間をも明示すべきである55)」と規定している。
いずれにしても発行依頼人は売主による貨物の積出しおよび積出書類の入
手作成を勘案して，信用状の有効期限を決めるべきである。もし有効期限が
短いときは，売主から延長の依頼を受けて，延長の手続をとらなければなら
ないかもしれないし，また長過ぎると，余分な銀行手数料が必要となるかも
しれないからである。
6. 数量と金額
売買取引においては，商慣習や特約を除いて，約定数量と引渡数量が一致す
ることが必須の条件であるが，貿易取引は未履行物品売買であるから，生産
•製造上の支障，大量貨物の運送中の減量，商品の性質による運送中または
保管中における自然減量などによって約定数量と引渡数量が一致しないこと
がある。
したがって発行依頼人は数量過不足を認める場合には，信用状に過不足許
容文言 (moreor less clause)を記載するよう銀行に求めるべきである。
信用状統一規則では数量の前に "about"などの概数表示語が記載されて
いる場合には， 10%を超えない過不足 (10%more or 1096 less)を許容し
ている 56)。しかし数量の過不足が許容されても，信用状金額の過不足が許容
されていなければ数量の不足の場合は認められても，超過の場合は実際上許
容されたことにはならない。したがって数量の超過を認めないときは，数量
55)同第47条a項
56)同第43条a項
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の前に "about"などの概数表示語を記載するだけでよいが， 超過を認める
場合には信用状金額の前にも概数表示語を記載する必要がある。なぜならば
信用状統一規則では， 「信用状の金額または信用状に明記された数量もしく
は単価について使用される "about","circa"またはこれらと類似の語は，
それが関係する金額または数量もしくは単価より10%を超えない過不足もし
くは増減を許容しているものとして解釈される57)」と規定し， "about"など
の用語は数量のみならず信用状の金額および単価にも適用されるが，それは
付された項目についてのみ適用されるからである。
また穀物，鉱石，液化物などについては，商慣習または特約によって若干
の数量相違を許容するか，または売買契約書に数量過不足の許容限度を明記
している。また信用状統一規則もこの点を認め，限定条件をつけて，これに
関する規定58)を設けている。しかしこの規定はいかなる場合にも適用される
のではなく，①信用状に物品の過不足を禁止していないこと，R使用金額が
信用状金額を超えないこと，③包装単位または個々の品目の数を記載するこ
とによって数量が明示されていない場合に，本項の 5形の数量過不足が許容
されることに注意すべきである。
7. 分割積出しおよび積換え
(1) 分割積出し
分割積出し (PartialShipment; Instalment Shipment)とは約定品を
数回に分割して，時間的間隔をおいて積み出すことをいい，割積みとも分割
積みともいわれている。一般に分割積出しは買主の資金の関係や需要者側の
57)同上
58)同b項では「定められた物品の数量に過不足があってはならないと信用状が明示
していないかぎり， 5%の過不足は，たとえ分割積出しが許容されていなくても認
められる。ただし使用金額が信用状金額を超えないことを常に条件とする。この過
不足は，信用状が包装単位または個々の品目の数を記載することによって数量を明
示しているときには適用されない」と規定されている。
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消費能力などによって約定品の引渡しが長期にわたることが有利な場合に，
買主が要求することが多いが，売主も生産，製造，集荷および金融上の理由
で一度に全量の積出しが行われにくい場合に要求することがある。
信用状統一規則では， 「分割使用および／または分割積出しは， 信用状に
ほかに異なることを定めていないかぎり許容される59)」と規定し，信用状に
分割積出し不許容 (Partialshipment are not allowed.)の規定がないか
ぎり，分割積出しを認めている。したがって分割積出し許容の場合はもちろ
ん，分割積出しについて何も記載していない場合でも，分割積出しは許容さ
れている。したがって発行依頼人が約定品全量を一度に入手したいときは分
割積出し不許容の文言を記載しておくぺきである。また分割積出し許容の場
合は，回数および1回の積出数量を記載しておくことも必要な事項である。
いずれにしても正確を期すため，発行依頼人は分割積出し許容(Partialship-
ment are allowed.)または分割積出し不許容を明記することが望ましい。
また分割積出しの場合，各積出しは別個の契約とみなされるかどうかにつ
いては，現行の信用状取引では，特約のないかぎり，各積出しは別個の契約
とはみなされていない60)ことに注意すべきである。
(2) 積換え
従来，積換えとは通常，船舶から船舶へ貨物を積み換えることを指すもの
と考えられていたようであるが，近年，複合運送が盛んになるにつれて，そ
の概念もかなり変革を遂げており，その取扱いについても注意すべき点が多
くなっている。
信用状統一規則によると，積換えとは積込港または発送地もしくは受取地
から陸揚港または仕向地までの運送行程中における同一運送方法内でのある
運送手段から，ほかの運送手段またはある運送方法からほかの運送方法に積
59)同第44条a項
60)同第45条。拙稿「分割積みとその不履行〔貿易取引をめぐるトラプルの事例研究
(37)〕JCAジャー ナル第35巻第10号， 1988年8月刊
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換え・再積込されることをいい61), 船舶から船舶への積換えだけではなく，
鉄道貨車から鉄道貨車，また航空機から航空機への移換え・再積込みおよび
船舶から鉄道貨車への積換え・再積込み，鉄道貨車から航空機への積換え•
再積込みなども意味している。
したがって発行依頼人は積換えの許可・禁止を考える際には，積換えの意
味をよく理解し，出発地点や最終仕向地点はどこか，出発地点，積込港，積
換場所および最終仕向地点の状況を考慮して，判断すべきである。
信用状統一規則では， 「信用状条件によって積換えが禁じられていないか
ぎり，銀行は全運送が同一の書類によってあらわされることを条件として，
物品が積換えられる旨を示している運送書類を受理する62)」と規定している。
このように現行では信用状に積換え禁止 (Transhipmentsare prohibited ; 
Transhipments are not permitted,)の規定がないかぎり，積換え許容
(Transhipments are permitted.)の規定がなくても，積換えすることがで
きるから，発行依頼人は積換えを許容しない場合には，その旨を信用状に記
載するよう銀行に求めるべきである。
しかし信用状に積換え禁止の規定があっても運送書類が受理されることも
ある63)ので注意を要する。
なお積換えを行うことは，それだけ運送貨物に損傷を生ぜしめる可能性が
大きくなるから，積換え許容については慎重に対処する必要がある。
このほか，信用状発行依頼書に明記されているように，発行依頼人は取消
不能信用状 (IrrevocableCredit)か取消可能信用状 (RevocableCredit) 
か， 確認信用状 (ConfirmedCredit) や譲渡可能信用状 (Transferable
Credit)が求められているか，信用状の通知方法は郵便 (Mail)かテレトラ
ンスミッション64>(Teletransmission)か，商品名・数量・単価および貿
61)信用状統一規則第29条a項
62)同b項
63)同C項または拙稿「荷為替信用状取扱いにおける留意点(Il)」関西大学商学論集
第35巻第 3 号， 199~8月刊を参照されたい。
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易条件，積出期限，為替手形の期限と名宛人などについて検討し，発行依頼
書に記載して銀行に指図を行う。
以上，発行依頼人の立場から荷為替信用状取扱いにおける留意点を述べた
が，これ自体決して完全なものとは言い得ないであろう。いかほど注意を払
おうとも，悪質な売主にかかると，偽造の積出書類などによって代金を詐取
されてしまうこともある。したがって良好な売主を選ぶことが大切であり，
そのためには信用調査が必要とされる。しかし上述のことを念頭において信
用状取引を行えば，危険はかなり回避できるであろう。
さて発行依頼人が信用状の発行を銀行に依頼すると，依頼を受けた銀行
は，発行依頼人の信用状態，輸入貨物とその販売先，輸入金融の利用の有
無，発行依頼書の記載が完全かつ正確であるか，信用状統一規則に準拠して
いるか，また輸入承認証の記載事項と矛盾していないかなどを審査・点検
し，妥当とみなすと，発行依頼書に基づいて信用状を発行する。なお発行依
頼人の信用状態に応じて， 信用状発行保証金 (MarginMoney)を積み立
てさせたり，第三者の連帯保証を求められたりすることもある。
発行銀行が通知銀行または受益者宛てに郵便またはテレトランスミッショ
ン(Teletransmission)で発行し，通知すると，後日起こるかもしれない紛
争を避けるため，発行依頼人に信用状の写しを交付する。その際，輸入信用
状諸掛計算書に基づいて発行依頼人から発行手数料を徴収する。なお郵送料
は発行手数料の中に含まれているが，電信料などはそれに含まれていないた
め，加算されるから，発行依頼人は売買契約に基づいて適切な時期に信用状
の発行を依頼し，余分な電信料を負担することがないように留意すべきであ
る。また発行依頼人は発行手数料を支払い，信用状の記載内容と発行依頼書
の記載内容が異なっていないかをよく点検し，もし相違があるならば直ちに
信用状の訂正を銀行に要求すぺきである。
（付記）本稿は平成2年度学部共同研究費の交付に基づく研究成果の一部である。
64)電信，テレックス (Telex), ファックス (Fax)およびスイフト (Swift〔国際
銀行間通信〕）などをいう。
